
METI
Ministry of Economy,

Trade and Industry

高度ＩＴ人材の育成について

経済産業省 商務情報政策局

情報処理振興課長 八尋俊英

本日のご説明資料

１．ＩＴを巡る環境
２．産業構造審議会 情報サービス・ソフトウェア小委員会

人材育成ＷＧ報告書について
３．情報処理技術者試験改革の方向性について
４．産学連携の兆し

ITSS UsersITSS Users’’ Conference 2008Conference 2008



1

０． 各国の一人当たりGDPと主要産業（２００６年）０．０． 各国の一人当たり各国の一人当たりGDPGDPと主要産業（２００６年）と主要産業（２００６年）

○最近の世界の成長分野は①金融、②IT、③資源（原油、天然ガス等）

各国の一人当たりＧＤＰ（２００６年）

89,819

72,430

62,914

51,800

41,049 39,630 39,141 37,301
34,181

53,246
53,001 50,931

44,024
42,179

39,994 39,190 38,613 36,708 35,433
36,594

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
（
金
融
）

ノ
ル
ウ
ェ
ー
（
原
油
）

カ
タ
ー
ル
（
原
油
・
天
然
ガ
ス
）

ス
イ
ス
（金
融
）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
（
水
産
業
）

ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（

IT）

デ
ン
マ
ー
ク
（
農
業
・
畜
産
業
）

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
（
金
融
）

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
（

IT
)

オ
ラ
ン
ダ
（
原
油
・
天
然
ガ
ス
）

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
（

IT）

イ
ギ
リ
ス
（
原
油
）

オ
ー
ス
ト
リ
ア
（
製
造
業
（
金
属
工
業
等
）
）

カ
ナ
ダ
（金
融
）

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
（
石
油
）

ベ
ル
ギ
ー
（
製
造
業
（
金
属
工
業
等
）
）

フ
ラ
ン
ス
（製
造
業
（
化
学
等
）
）

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
（
金
融
）

ド
イ
ツ
（
製
造
業
（
自
動
車
等
）
）

日
本

Ｕ
Ｓ
ド
ル

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
（
金
融
）

ノ
ル
ウ
ェ
ー
（原
油
）

カ
タ
ー
ル
（原
油
・
天
然
ガ
ス
）

ス
イ
ス
（金
融
）

ア
メ
リ
カ
合
衆
国
（金
融
・IT

）

イ
ギ
リ
ス
（金
融
）

カ
ナ
ダ
（
金
融
）

オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
（
石
炭
・鉄
鉱
）

オ
ラ
ン
ダ
（原
油
・
天
然
ガ
ス
）

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦
（原
油
）

ア
イ
ル
ラ
ン
ド
（IT

）

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
（IT

）

フ
ィ
ン
ラ
ン
ド
（IT

）

ア
イ
ス
ラ
ン
ド
（水
産
業
）

デ
ン
マ
ー
ク
（
農
業
・畜
産
業
）

オ
ー
ス
ト
リ
ア
（
金
融
）

フ
ラ
ン
ス
（製
造
業
）

日
本
（製
造
業
）

ド
イ
ツ
（製
造
業
）

ベ
ル
ギ
ー
（
金
融
）

2019181716151413121110987654321

3718101221178201613964241122951

2 0 0 6年時点
の 順 位

1 9 9 4年時点
の 順 位

（経済産業省にて試算）



2

雇用判断（従業者数の充足感）
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（出所：経済産業省特定サービス産業実態調査）
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（出所：２００７年版 組込みソフトウェア産業実態調査

：経営者・事業責任者向け調査）

１－１. ＩＴ産業の業況（売上高・従業員数・雇用情勢）

情報サービス・ソフトウェア産業の売上高及び従業者数の推移
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ＩＴ人材に関する雇用判断（従業者数の充足感）

（出所：経済産業省特定サービス産業動態統計）（出所：厚生労働省職業安定業務統計）

ＩＴ人材の有効求人倍率

※1998(平10)、2001(平13)は、調査対象の見直し／拡大があった

※2000(平12)以降の就業者数には「出向・派遣者(受入)」を含む
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１－２．システムの重要性の高まり（最近の情報システムの障害）１－２．システムの重要性の高まり（最近の情報システムの障害）

（出典）日経ITpro特集「相次ぐシステム障害の真因を追う」（※１）

（※１）http://itpro.nikkeibp.co.jp/99/trouble/index.html

サーバのハードディスク交換時の
データ設定コマンドの入力ミス

5/23NTTのひかり電話サービス障害

ネットワークスイッチ故障

／サーバ設定ミス5/27
全日本空輸（ANA）の国内線
システム障害

プログラムの不具合3/18PASMOシステム障害

Windows Updateが
引き金だが、原因不明

8/16SkypeのIP電話サービス障害

制御ミドルウェアの不具合6/10社会保険庁の年金システム障害

サーバの通信障害5/22JR東日本・東海・西日本の予約
サイト障害

アクセス集中によるシステム

処理能力不足
5/12totoの販売システム障害

システム変更漏れ10/1ゆうちょ銀行、民営・分社化後の

システム障害

プログラムの不具合10/12首都圏１６鉄道の自動改札機

システム障害

原因発生日障害事例

・ 鉄道、航空、金融など重要インフラを支える情報システムの障害が相次いで発生。
・ 組込み製品（ｿﾌﾄｳｪｱで制御し、機能を実現する製品）の出荷後に発生した品質問題の原因はソフトウェアの不具合

が、全体の４割以上を占めており、ソフトウェアの品質が組込み製品の品質を決める最大要因といえる。

２００７年度に発生した主な情報システムの障害

その他
5.0%運用・保守の不具合

3.7%

製造上の不具合

12.7%

ハードウェアの不具合

16.9%

ソフトウェアの不具合

43.8%

製品企画・仕様の不具合

17.9%

「ソフトウェアの不具
合」が４割以上

組込み製品の出荷後に発生した

品質問題の原因

（出展）２００７年版組込みｿﾌﾄｳｪｱ産業実態調査
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１－３．情報サービス産業（ソフトウェア関連業種）に対する学生のイメージ①１－３．情報サービス産業（ソフトウェア関連業種）に対する学生のイメージ①

順位 業種 % 順位 業種 % 順位 業種 %
1 ガス・電力 54.1% 1 ソフトウエア・情報処理 24.0% 1 外資系金融（銀行・生損保・証券） 41.3%
2 銀行（都銀・地銀） 52.1% 2 メーカー（機械・電子・電気機器） 23.0% 2 商社（総合） 37.0%
3 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 41.5% 3 通信 22.6% 3 国内証券 37.0%
4 鉄鋼・非鉄金属 31.9% 4 メーカー（化学・薬品） 21.3% 4 銀行（都銀・地銀） 36.9%
5 メーカー（自動車・バイク） 29.3% 5 メーカー（自動車・バイク） 21.1% 5 広告・マスコミ 28.2%
6 食品 28.4% 6 コンサルティング 19.5% 6 国内生損保 27.9%
7 国内生損保 27.6% 7 人材派遣・人材紹介 19.5% 7 コンサルティング 25.0%
8 メーカー（機械・電子・電気機器） 26.8% 8 外資系金融（銀行・生損保・証券） 16.3% 8 不動産 20.0%
9 国内証券 24.6% 9 ガス・電力 15.9% 9 消費者金融・事業者金融 19.3%
10 メーカー（化学・薬品） 24.1% 10 商社（総合） 15.7% 10 ガス・電力 18.9%
11 不動産 24.0% 11 広告・マスコミ 15.6% 11 クレジット・信販 17.7%
12 商社（総合） 23.6% 12 教育産業 13.7% 12 メーカー（化学・薬品） 17.0%
13 通信 22.9% 13 鉄鋼・非鉄金属 13.5% 13 メーカー（自動車・バイク） 16.7%
14 教育産業 19.9% 14 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 13.1% 14 ソフトウエア・情報処理 14.4%
15 広告・マスコミ 19.6% 15 国内証券 12.7% 15 メーカー（機械・電子・電気機器） 14.2%
16 流通 18.8% 16 銀行（都銀・地銀） 12.4% 16 通信 14.2%
17 外資系金融（銀行・生損保・証 18.2% 17 旅行 10.6% 17 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 13.9%
18 ホテル 17.5% 18 流通 10.0% 18 鉄鋼・非鉄金属 13.2%
19 建設・住宅 17.4% 19 食品 9.3% 19 商品取引 12.8%
20 ドラッグストア 13.4% 20 クレジット・信販 8.6% 20 建設・住宅 11.5%
21 クレジット・信販 12.5% 21 アミューズメント 8.5% 21 カーディーラー 10.7%
22 旅行 11.6% 22 不動産 7.3% 22 人材派遣・人材紹介 8.9%
23 カーディーラー 10.5% 23 ドラッグストア 6.9% 23 ホテル 8.2%
24 商品取引 10.1% 24 建設・住宅 6.8% 24 アミューズメント 7.7%
25 フードサービス 9.8% 25 国内生損保 6.6% 25 ドラッグストア 7.0%
26 コンサルティング 8.9% 26 ホテル 6.6% 26 旅行 6.2%
27 人材派遣・人材紹介 8.5% 27 商品取引 6.5% 27 食品 6.1%
28 消費者金融・事業者金融 8.1% 28 フードサービス 6.0% 28 流通 5.8%
29 アミューズメント 7.9% 29 カーディーラー 3.9% 29 教育産業 5.6%
30 ソフトウエア・情報処理 7.5% 30 消費者金融・事業者金融 3.6% 30 フードサービス 3.0%

【安定性】 【将来性】 【給与・待遇】

毎日コミュニケーション／学生モニター2008年卒の業界イメージ調査より作成
http://navi.mycom.co.jp/saponet/release/gyoukai/gyoukai08/03.html#81
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１－４．情報サービス産業（ソフトウェア関連業種）に対する学生のイメージ②１－４．情報サービス産業（ソフトウェア関連業種）に対する学生のイメージ②

順位 業種 %
1 コンサルティング 33.8%
2 外資系金融（銀行・生損保・証券） 32.3%
3 消費者金融・事業者金融 28.1%
4 カーディーラー 26.5%
5 広告・マスコミ 26.3%
6 国内証券 26.2%
7 人材派遣・人材紹介 26.1%
8 商社（総合） 24.8%
9 商品取引 23.6%
10 クレジット・信販 23.3%
11 ソフトウエア・情報処理 21.4%
12 不動産 19.4%
13 国内生損保 18.7%
14 建設・住宅 14.4%
15 アミューズメント 12.7%
16 フードサービス 12.6%
17 旅行 12.0%
18 通信 11.8%
19 流通 11.1%
20 銀行（都銀・地銀） 10.7%
21 教育産業 10.7%
22 ホテル 10.2%
23 ドラッグストア 8.8%
24 メーカー（化学・薬品） 8.2%
25 メーカー（自動車・バイク） 7.2%
26 メーカー（機械・電子・電気機器） 6.2%
27 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 4.7%
28 食品 4.6%
29 鉄鋼・非鉄金属 4.4%
30 ガス・電力 3.0%

【実力主義・能力主義】

  

順位 業種 %
1 広告・マスコミ 31.0%
2 ホテル 29.9%
3 教育産業 29.3%
4 コンサルティング 27.7%
5 旅行 26.8%
6 商社（総合） 21.7%
7 アミューズメント 21.0%
8 メーカー（機械・電子・電気機器） 19.7%
9 食品 19.1%
10 メーカー（化学・薬品） 18.7%
11 人材派遣・人材紹介 18.7%
12 フードサービス 17.1%
13 メーカー（自動車・バイク） 15.6%
14 ソフトウエア・情報処理 14.5%
15 流通 14.5%
16 カーディーラー 14.4%
17 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 14.3%
18 建設・住宅 14.2%
19 通信 12.8%
20 外資系金融（銀行・生損保・証券） 12.7%
21 国内証券 12.2%
22 不動産 11.4%
23 銀行（都銀・地銀） 11.0%
24 ドラッグストア 10.8%
25 ガス・電力 10.7%
26 商品取引 10.1%
27 鉄鋼・非鉄金属 10.0%
28 国内生損保 8.6%
29 クレジット・信販 7.5%
30 消費者金融・事業者金融 5.6%

【仕事のやりがい】

  

順位 業種 %
1 ソフトウエア・情報処理 26.6%
2 コンサルティング 16.3%
3 メーカー（化学・薬品） 14.4%
4 メーカー（機械・電子・電気機器） 13.8%
5 ホテル 12.0%
6 外資系金融（銀行・生損保・証 11.6%
7 教育産業 11.4%
8 広告・マスコミ 11.0%
9 メーカー（自動車・バイク） 10.9%
10 国内証券 10.8%
11 銀行（都銀・地銀） 10.6%
12 人材派遣・人材紹介 9.9%
13 商社（総合） 9.7%
14 建設・住宅 9.6%
15 旅行 9.4%
16 通信 9.2%
17 食品 7.7%
18 不動産 7.6%
19 国内生損保 7.4%
20 ドラッグストア 7.3%
21 カーディーラー 7.3%
22 鉄鋼・非鉄金属 6.7%
23 運輸（鉄道・陸運・海運・空輸） 6.2%
24 フードサービス 5.7%
25 ガス・電力 5.6%
26 商品取引 5.2%
27 流通 4.3%
28 クレジット・信販 4.2%
29 アミューズメント 4.0%
30 消費者金融・事業者金融 3.7%

【スキル・経験が生かせる】

 
毎日コミュニケーション／学生モニター2008年卒の業界イメージ調査より作成

http://navi.mycom.co.jp/saponet/release/gyoukai/gyoukai08/03.html#81
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委員長
有賀貞一 株式会社ＣＳＫホールディングス 取締役

委員
池上徹彦 文部科学省 宇宙開発委員会 常任委員

今清水浩介 独立行政法人情報処理推進機構 理事

岩丸良明 金融庁 情報化統括責任者（CIO）補佐官
宇野和彦 株式会社スキルメイト 代表取締役

荢津昌三 日本ユニシス株式会社 経営企画部経営企画室長

大原茂之 東海大学専門職大学院組込み技術研究科長 教授

岡本比呂志 中央情報専門学校 理事長

全国専門学校情報教育協会 副会長

筧捷彦 早稲田大学理工学部 教授

情報処理学会情報処理教育委員会 委員長

加藤直樹 株式会社パソナテック 取締役

神沼靖子 埼玉大学大学院文化科学研究科 非常勤講師

情報システム学会 理事

法月眞澄 伊藤忠商事株式会社 ＩＴ企画部ＩＴ戦略チーム長

橋爪宗信 株式会社ＮＴＴデータ ＳＩコンピテンシー本部ＰＭＯ・ＰＭ

戦略担当部長

宮沢修二 株式会社ラーニング・アーキテクチャ研究所 代表取締役

山光由佳 ファイザー株式会社ＣＩＴオペレーションマネジメント部部長

第１回 １０月２７日（金）

・高度IT人材育成に向けた検討課題
第２回 １１月１７日（金）

・高度ＩＴ人材育成のためのプラットフォームの構築

・情報処理技術者試験制度の改革の方向性・官民の役割分担

第３回 １２月８日（金）

・高度ＩＴ人材像

・情報処理技術者試験制度改革の基本的論点

・産学連携のあり方

第４回 １月３０日（火）

・高度ＩＴ人材像（継続）

・情報処理技術者試験制度改革（継続）

第５回 ２月２７日（火）

・国際動向

・スキル標準／試験制度改革（継続）

第６回 ３月１９日（月）

・報告書案骨子

第７回 ４月１２日（木）

・報告書案 →パブリックコメント終了（４／２０～５／２１）

第８回 ７月２０日（金）

・報告書とりまとめ

２ー１．産業構造審議会における検討体制、スケジュール

スケジュールスケジュールスケジュール 委員名簿委員名簿委員名簿

 高度ＩＴ人材の育成に向けた施策のあり方について審議するため、昨年１０月、産業構造審議会情報経
済分科会情報サービス・ソフトウェア小委員会の下に人材育成ＷＧを設置。 ４月１２日までに計７回経て、

４月２０日より５月２１日までのパブリックコメントを実施。
 ７月２０日、第８回人材育成WGにおいて報告書をとりまとめた。
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２－２．ＩＴ人材を巡る構造変化と目指すべき人材像
～３つの構造変化を踏まえたＩＴ人材育成戦略構築の必要性～

２－２．ＩＴ人材を巡る構造変化と目指すべき人材像
～３つの構造変化を踏まえたＩＴ人材育成戦略構築の必要性～

○今後のＩＴ人材像

・構造変化に対応し、変革をリードできる人材が必要

・ＩＴと経営の融合

・ＩＴアーキテクチャの変貌

・グローバル標準化

我が国が目指すべき高度ＩＴ人材類型（全体像）

基本戦略人材

ソリューション系人材

クリエーション系人材

グ
ロ
ー
バ

ル
人
材

CC: Computing Curricula by IEEE/ACM,  
CS: Computer Science,  CE: Computer Engineering,  IT: Information Technology,  
IS: Information System,  SE: Software Engineering

○中国、インド等のＩＴ市場規模が拡大する中で、日
本市場は世界２位の市場からローカル市場へ。

○高度ＩＴ人材の規模は１０年後にはインド及び中国
が世界を圧倒。

世界のＩＴ市場の現状と今後の見込み

米国 英国 日本 インド
中国

２００５年

２０１５年

210.7

68.5 68.0

302.2
324.5

165.7

58.5 57.0
130.0

90.0
0

100

200

300

400

２０１５年の高度ＩＴ人材規模（万人）
日米英は情報系新卒者の５割、印中は7割がＩＴ産業に
就職すると推定した場合（退職者数は考慮していない）

（注）経済産業省推計

① ＩＴの企業価値の中核への浸透
② ＩＴ開発・提供の基本構造の変貌
③ グローバルでシームレスなＩＴ供給
を踏まえ、中長期的な観点からＩＴ人材につい
ての将来展望と戦略が必要

ITを巡る３つの構造変化
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２－３．高度ＩＴ人材育成に向けた具体的施策２－３．高度ＩＴ人材育成に向けた具体的施策

Ｄ：評価メカニ
ズムの構築

Ｃ：育成手法
の確立

産業界

教育界

Ｅ：産学連携に
よる実践的教育
システムの構築

Ｆ：国際的な人
材育成メカニズ
ムの確立

世界市場

産学官協議会

Ｇ：産学間連携の仕組みと職業人コミュニティの確立

プロフェッショナルコミュニティ ＩＰＡ等

Ａ：人材需給の好循環
メカニズムの形成

高度なＩＴ人材を獲得するための収益
力の高い産業が存在し、そこに優秀な
人材が牽引され、それら優秀な人材の
獲得によって産業の競争力が一層高ま
るという市場システム。

政府

人材類型

スキルセット

Ｂ：具体像の
可視化と共有

ソフトウェア工学

モデル化技術

･･･

･･･

情報処理技術者試験

スキル標準

･･･

標準カリキュラム

･･･

FD・インターン
シップ

アジア統一試験

国際標準化

･･･

次の事項を産学協議会で議論

 新人教育やリカレント教育のベストプラクティス
 民間研修の活用方策
 ファカルティ・ディベロップメントの支援方策
 産業界と教育界との人材交流方策
 スキル標準に示された業務実施上の知識・スキル体系と、情報
教育専門カリキュラムに示された知識・スキル体系との対応付け

 初等中等教育段階におけるモデル的な人材育成プログラム

＜高度IT人材育成のための推進体制＞

＜高度IT人材育成プラットフォーム＞

１．高度ＩＴ人材の具体像（キャリアとスキル）の可視化、共有化
めざすべき高度ＩＴ人材像を、①基本戦略系、②ソリューション系、

③ クリエーション系に区分し、必要なスキルを明確化。
人材キャリアを７段階に区分し、ミドルレベル（３段階）までは、情報

処理技術者試験の合否によりレベルを判定。

２．実践的かつ先端的な人材育成手法の確立、実践
ソフトウェア工学手法、モデリング手法等、実践的かつ先端的なソ

フトウェア開発・管理手法を確立、普及。
大学等において、ダブル・メジャー教育（文系 or 理系 ＋ＩＴ）を推

進
創造性に富んだ優れた人材（天才クリエータ）を早期発掘するとと

もに、その起業を支援。

３．客観性の高い人材評価メカニズムの構築
情報処理技術者試験と人材スキル標準の統合により、客観的な人

材評価メカニズムを構築。
情報処理技術者試験において、広く社会人一般に求められる基礎

的な知識を問うエントリ試験を創設。

４．我が国発の人材育成・評価システムの国際展開
アジア統一ＩＴ試験の拡充強化を図るとともに、アジア諸国における

ＩＴ人材育成を支援。
プロジェクト・マネジメント手法やソフトウェア技術者認証方法、組込

み人材育成手法の国際標準化を推進。

５．高度ＩＴ人材育成のための推進体制づくり
高度ＩＴ人材育成のロードマップと行動計画の策定、高度ＩＴ人材育

成手法の開発を行う産学官協議会を設置。
ストラテジストやアーキテクトなど、各専門分野の高度ＩＴ人材による

自立的なコミュニティ活動を支援。
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２－４．高度ＩＴ人材の具体像の可視化、共有化２－４．高度ＩＴ人材の具体像の可視化、共有化

レベル１ レベル２ レベル３ レベル４ レベル５ レベル６ レベル７

試験と業務経
験等で判定

1 ビジネスストラテジスト UI
2 ISストラテジスト UI

3 プログラムマネージャ UI
4 ISアナリスト UI
5 マーケティング ＩＴ
6 セールス ＩＴ
7 コンサルタント ＩＴ
8 プロダクトマネージャ ET

9 ISアーキテクト UI
10 ITアーキテクト ＩＴ
11 システムアーキテクト ET
12 ISオペレーション UI
13 ISアドミニストレータ UI
14 セキュリティアドミニストレータ UI

15 ISスタッフ UI
16 ISオーディタ UI
17 ＩＴサービスマネージメント ＩＴ
18 カスタマサービス ＩＴ
19 プロジェクトマネージャ UI

20 プロジェクトマネジメント ＩＴ
21 プロジェクトマネージャ ET
22 ブリッジSE ET
23 開発プロセス改善スペシャリスト ET
24 システムデザイナー UI
25 アプリケーションデザイナー UI

26 アプリケーションスペシャリスト ＩＴ
27 ITスペシャリスト ＩＴ
28 ソフトウェアデベロップメント ＩＴ
29 ドメインスペシャリスト ET
30 ソフトウェアエンジニア ET
31 QAスペシャリスト ET

32 テストエンジニア ET
33 開発環境エンジニア ET

クリエー
ション系 ⑥クリエーター

34 エデュケーション ＩＴ ⑦その他　　　

④プロジェクト
マネージャ

クリエーターは試験での対応は想定されない。

⑤テクニカル
スペシャリスト

人材
類型

基
本
戦
略
系

ソ
リ

ュ
ー

シ
ョ
ン
系

現行のスキル標準(３４職種)

IT:ITスキル標準（11)
ET:組込みスキル標準(10)

UI:情報システムユーザスキル標準(13)

スキ
ル
標準

※１　情報セキュリティー試験とシステム監査試験については、人材像としてはサービスマネージャ又はテクニカルスペシャリストに含まれるが、試験とし
ては引き続き存続する。
※２　アプリケーションの設計、構築については、新たな人材像において設計はシステムアーキテクトの一部、構築はテクニカルスペシャリストの一部とし
て位置づけるが、試験としては、システムアーキテクト試験の中において、アプリケーションの設計から構築までを含むものとする。

ITスキル標準のエデュケーションが該当

人材像
レベル１～３は試験で判定

業務経験及びプロフェッショナ
ルによる審査等で判定

①ストラテジスト

②システム
アーキテクト

③サービス
マネージャ

エ
ン
ト
リ
試
験

（
仮
称

）

基
本
試
験

（
仮
称

）

ス
ト
ラ
テ
ジ
ス
ト

試
験

業
務
履
歴
の
確
認

ミ
ド
ル
試
験

（
仮
称

）

シ
ス
テ
ム

ア
ー

キ
テ

ク
ト
試
験

サ
ー

ビ
ス
マ

ネ
ー

ジ
ャ
試
験

プ
ロ
ジ

ェ
ク

ト
マ
ネ
ー

ジ
ャ
試
験

テ
ク
ニ
カ
ル
ス
ペ
シ

ャ
リ

ス
ト
試
験

(

N
W
／
D
B

／
組
込

）

業
務
履
歴
確
認
＋
プ
ロ
フ

ェ
ッ
シ

ョ
ナ
ル
・
有
識
者
に
よ
る
審
査
等

業
務
履
歴
確
認
＋
プ
ロ
フ

ェ
ッ
シ

ョ
ナ
ル
・
有
識
者
に
よ
る
審
査
等

業
務
履
歴
確
認
＋
プ
ロ
フ

ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
・
有
識
者
に
よ
る
審
査
等

シ
ス
テ
ム

ア
ー

キ
テ

ク
ト
試
験

※
２

＜共通キャリア・スキルフレームワーク（案）＞
※今後、以下の方向性を踏まえ、資質、技能等を含めて

詳細に検討を進める
＜現行スキル標準と新たな情報処理技術者試験の体系＞

基本
戦略系

①
ス
ト
ラ
テ
ジ
ス
ト

②
シ
ス
テ
ム
ア
ー
キ
テ
ク
ト

③
サ
ー
ビ
ス
マ
ネ
ー

ジ
ャ

④
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
マ
ネ
ー
ジ
ャ

⑤
テ
ク
ニ
カ
ル
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト

1 情報に関する理論
情報理論、離散数学、確率・統計、待ち行列、数値・データ表
現など

2
アルゴリズムとプログ
ラミング

アルゴリズムとデータ構造、プログラミング基礎、オブジェクト
指向、プログラミング言語、マークアップ言語など

3 コンピュータ構成要素 ＣＰＵ、メモリ、トランザクション処理システム、デバイスなど

4 システム構成要素
システム構成方式、システムの性能、システムの信頼性・経
済性など

5 ソフトウェア
ＯＳ、ミドルウエア、オープンソースソフトウェア、ファイルシス
テム、言語処理など

6 ハードウェア 電気・電子回路、機械・制御、論理回路など

7
ヒューマンインター
フェース

ユーザビリティ、ユニバーサルデザイン、バーチャルリアリ
ティ、３Ｄグラフィックなど

8 マルチメディア
音声処理、静止画処理、動画処理、圧縮・伸長、メディア統
合など

9 データベース データベース設計、データ操作、トランザクション処理など

10 ネットワーク
有線・無線通信、ネットワークアーキテクチャ、サーバ、ルー
タ、ＬＡＮ／ＷＡＮ、イーサーネット、ＩＰなど

11 セキュリティ
暗号、セキュリティ基盤・管理、技術評価、対策、実装、電子
署名など

12 ソフトウェア開発
ソフトウェア要求定義、ソフトウェア開発方法、ソフトウェア開
発プロセス、コード作成、結合、テスト、品質、開発環境など

13
プロジェクトマネジメン
ト

統合マネジメント、スコープマネジメント、品質マネジメント、コ
ストマネジメント、タイムマネジメント、人的資源マネジメント、
コミュニケーションマネジメント、リスクマネジメントなど

14 調達マネジメント
提案依頼書、見積書、提案書、選定基準、ＥＶＭ、導入、受
入、検収、移行など

15 サービスマネジメント
サービスレベル管理、インシデント管理、構成管理、変更管
理、リソース管理、キャパシティ管理、情報資産管理、セキュ
リティ管理、利活用など

16 システム監査
システム監査、情報セキュリティ監査、および監査技法、ＩＴガ
バナンス、内部統制、事業継続など

17 システム設計 モデリング、システム設計、要求定義、方式設計など

18 システム戦略
IT戦略、投資対効果、エンタープライズアーキテクチャ、ビジ
ネスアーキテクチャ、ＳＯＡなど

19
ビジネスインダストリ、
組込製品ドメイン

ビジネス領域（金融、物流、公共等）、組込製品（携帯、自動
車、家電等）など

20 経営戦略マネジメント 経営管理、ＳＣＭ、ＣＲＭ、ＢＰＲなど

21 企業活動 組織論、意志決定論、企業会計、企業財務など

22 法務 知的財産権、契約、法律、技術者倫理、標準化など

9 23 ソフトスキル
コミュニケーション、プレゼンテーション、ネゴシエーション、
リーダシップ、メンタリングなど

◎ ○ ○ ◎ △

10 24
経験の反復により体
得されるスキル

課題発見能力、抽象化能力、課題解決能力 ○ ○ ○ ○ ○

※クリエーション系の知識項目は一概に整理することができないため、本表には記載していない。 ×

△

○

◎

必ずしも必要とはしない

知識項目として軽く認識していることが望まれる

一定の理解があることが必要

欠くことのできないコア知識項目であり、深い理解
が必須（高度試験の午後問題で問うような項目）

○

○

×

△

◎

◎

◎

△

○

○

△

○

×

△

△

◎

○

△

×

○

○

◎

◎

○

△

△

△

○

○

○

×

△

△

○

パ
ー
ソ
ナ

ル
技
能

資
質

○

○

◎

◎

△

◎

ソリューション系

経
営
戦
略

8
企
業
と

法
務

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
系
知
識

4

5

サ
ー

ビ
ス
マ

ネ
ジ
メ
ン
ト

小分類項目例中分類大分類

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

技
術
要
素

知
識

ス
ト
ラ
テ
ジ
ー

系
知
識

6

シ
ス
テ
ム

戦
略

7

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
系
知
識

1

情
報
科
学

2

コ
ン
ピ

ュ
ー
タ

シ
ス
テ
ム

3
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２－５．参照モデルとしての共通キャリア･スキルフレームワーク２－５．参照モデルとしての共通キャリア･スキルフレームワーク

共通キャリア･
スキルフレームワーク

情報処理
技術者試験

ＩＴスキル標準
（ＩＴＳＳ）

組込み
スキル標準
（ＥＴＳＳ）

情報システム
ユーザー
スキル標準
（ＵＩＳＳ）

準拠

順次共通化 職種区分
レベル区分
レベルの評価方法
用語 等



11

３－１．新たな情報処理技術者試験 － 新試験（案）の特色３－１．新たな情報処理技術者試験 － 新試験（案）の特色

■特色１ 共通キャリア・スキルフレームワークのレベル判定のツール化

ＩＴスキル標準、情報システムユーザースキル標準、組込みスキル標準、情処試験の整合化

■特色２ 職業人一般に求められる基礎的な知識を問う「エントリ試験」（ＩＴパスポート試験）創設

初級システムアドミニストレータ試験を発展的に解消

■特色３ 「情報システム」のベンダ側人材とユーザ側人材の一体化

ユーザ側における戦略的情報活用人材の育成

■特色４ 「組込みシステム」の重要性の高まりへの対応

組込システムと情報システムの融合した試験体系

■特色５ 受験者の利便性の向上

国家試験初のＣＢＴ試験導入（エントリ試験）、高度試験における免除制度の拡充

■特色６ 高度試験の区分を１１から９区分に整理、統合

■特色７ 最新の技術動向を反映した出題範囲の抜本的見直し

知識体系を戦略系、管理系及び技術系の３分割、IT統制、SaaS、SOAなどを盛り込む
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３－２．新たな情報処理技術者試験 － 試験区分案３－２．新たな情報処理技術者試験 － 試験区分案

上記試験区分名称は仮称

現行試験制度体系 新試験制度体系（２００８年春より開始予定）
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３－３．新たな情報処理技術者試験 － 今後のスケジュール－３－３．新たな情報処理技術者試験 － 今後のスケジュール－

■ 新試験制度検討スケジュール

平成１９年８月２９日のＩＰＡ新試験制度審議委員会でとりまとめられた中間報告書について
パブリックコメントを実施（９月７日～９月２７日）。

意見提出者：１２７者

意見総数：２７０件

意見項目：制度改正全般（２９件）、新制度の基本方針（２３件）、新試験区分（１０６件）、試験の実施（２１件）、試験の運用（５３件）、

現行試験関連（２９件）、その他（９件）

１１月中旬にＩＰＡ新試験制度審議委員会において審議を行い、１２月中旬を目途にＩＰＡにて
最終報告書を公表する予定。

■ 新試験制度にかかる省令改正案のパブリックコメントを実施（１１月６日～１２月５日）

省令改正案では、平成２１年度より全体の新試験制度の導入開始。ただし「初級システムア
ドミニストレータ試験」は２１年春まで継続。ＩＴパスポート試験は２１年春以降、ＣＢＴによる試
験を開始予定。
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４－１．産学人材育成パートナーシップにおける現状と課題４－１．産学人材育成パートナーシップにおける現状と課題

＜産業ニーズを捉えきれていない教育界＞
大学の人材育成について、産業界からは「基礎学力の不
足」をはじめとした多くの問題点が指摘されているところ。

＜教育界の取組を重視しない産業界＞
他方、産業界は、人材採用にあたって「大学での
成績」や「学部・学科」をあまり考慮していない。

10.3%

15.7%

16.6%

17.0%

72.1%

72.4%

88.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

取得資格

アルバイト経験

学部・学科

大学での成績

今後の可能性

その会社への熱意

人柄

採用基準で重視する項目（複数回答）

（出所：リクルート「就職白書」から作成）

新卒を含む技術系人材に関する現状の問題点

5

5

5

5

5

8

9

11

0 2 4 6 8 10 12
（出所：日本経団連「大学における人材育成の重要性」

※日本経団連産学官連携部会委員企業２７社へのアンケート調査）

基礎学力の不足

ｵﾘｼﾞﾅﾘﾃｨの欠如、問題設定能力の不足

意欲低下、目的意識の欠如

コミュニケーションの不足

狭い専門領域

実体験不足

新事業における即戦力人材の不足

ﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟのある技術ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ人材の不足

人材育成において、教育界が注力している点と産業界が教育界に期待している点とが必ずしも

一致しているとは言えない一方で、産業界は教育界の取組に目を向けていないなど、

教育分野の産学連携は好循環を生んでいない。

激しさを増すグローバル競争やイノベーション競争を勝ち抜く人材を育成するために、

産・学双方向による対話と行動の実現が早急に求められる。

人材育成において、教育界が注力している点と産業界が教育界に期待している点とが必ずしも

一致しているとは言えない一方で、産業界は教育界の取組に目を向けていないなど、

教育分野の産学連携は好循環を生んでいない。

激しさを増すグローバル競争やイノベーション競争を勝ち抜く人材を育成するために、

産・学双方向による対話と行動の実現が早急に求められる。
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４－２．産学人材育成パートナーシップの推進体制４－２．産学人材育成パートナーシップの推進体制

＜全体会議＞（第１回会合を１０月３日に開催）

人材育成における産学連携に関する大枠の考え方について整理し、議論を行う分野を特定。

（関連産業界、関連大学界、文科省担当課、経産省担当課等、ほか）

各分野で必要とされる人材像の明確化、大学のプログラムへの反映、産業界による協力のあり方の具体化

＜分科会＞

○産業界 : 日本経団連 榊原定征副会長

経済同友会 小林いずみ副代表幹事
日本商工会議所 水越浩士副会頭

○教育界 ： 国立大学協会 梶山千里副会長

公立大学協会 佐々木雄太会長
私立大学協会 大沼淳会長
私立大学連盟 白井克彦副会長

○分科会代表者 :情報処理分科会 阿草清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科教授

電気・電子分科会 荒川泰彦 東京大学 先端科学技術研究センター教授
経営・管理人材分科会 清成 忠男 法政大学学事顧問 前総長
機械分科会 白鳥 正樹 社団法人日本機械学会筆頭副会長
原子力分科会 服部拓也 社団法人日本原子力産業協会 理事長
材料分科会 浜本 康男 新日本製鐵株式会社常務取締役
化学分科会 府川 伊三郎 旭化成株式会社顧問
資源分科会 山冨 二郎 東京大学大学院工学系研究科教授

※ ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰとして、日本学術会議の大垣眞一郎委員長、経産省・文科省の局長が出席。
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４－３．産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会における問題意識４－３．産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会における問題意識

（第１回会合を１１月１５日に開催、第２回は２００８年１月下旬を予定）

現状と課題

ＩＴがあらゆる社会活動・企業活動において活用される情報化社会が急速に進展する中、

優れたＩＴサービスを提供し、活用する高度ＩＴ人材の育成は喫緊の課題。

一方、ＩＴに係る人材は深刻な不足感が蔓延。

高度ＩＴ人材育成のために、産業界と教育界さらには政府との間で実践的な連携を

強化することが必要。

【論点】

高度ＩＴ国家として国際競争力を発揮するために求められる人材像の明確化

必要となる能力の産学での共有

産学連携による実践的な人材育成手法のあり方

産業界と教育界との人材交流の促進

ファカルティ・ディベロップメントの支援

初等中等教育もふくめたITリテラシーの向上
産業界の意見を踏まえた各教育機関等に有用な教育カリキュラムの整備

経営･管理人材
(ｻｰﾋﾞｽ､経営､金融)原子力電気･電子情報処理資源材料機械化学
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４－４．産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会委員等名簿４－４．産学人材育成パートナーシップ情報処理分科会委員等名簿

座長
阿草清滋 名古屋大学大学院情報科学研究科　教授

委員
雨宮真人 九州大学大学院システム情報科学研究院　特任教授 有賀貞一 （社）情報サービス産業協会　副会長

（（株）ＣＳＫホールディングス　取締役）
尾家祐二 九州工業大学情報工学部 教授・副学部長 佐藤 政行 （株）セブン＆アイ・ホールディングス　執行役員 シニア

オフィサー
筧　捷彦 情報処理学会情報処理教育委員会　委員長

早稲田大学理工学部　教授
重松　崇 トヨタ自動車（株）　常務役員

小柳 義夫 工学院大学情報学部長
東京大学名誉教授

嶋岡正充 （社）日本情報システム・ユーザー協会　理事
（ソニー生命保険（株）　執行役員常務）

本位田真一 国立情報学研究所　教授
東京大学　教授

冨田哲郎 東日本旅客鉄道（株）　常務取締役　総合企画本部副本
部長

西尾章治郎 大阪大学　理事・副学長
文部科学省　科学官

中島純三 （社）電子情報技術協会　情報・産業社会システム部会
委員
（㈱日立製作所　執行役常務　情報・通信グループ副グ
ループ長）

安田　晃 総務省ＣＩＯ補佐官
（社）日本技術士会　理事

山下　徹 （社）日本経済団体連合会　情報通信委員会高度情報
通信人材育成部会部会長
（（株）NTTデータ　代表取締役社長）

吉田松雄 全国専門学校情報教育協会　会長
（学）吉田学園理事長

和田 成史 （社）コンピュータソフトウェア協会会長
（㈱オービックビジネスコンサルタント　代表取締役社長）

オブザーバー
内閣官房　情報通信技術（IT）担当室
総務省通信政策局　情報通信利用促進課

事務局
文部科学省高等教育局　専門教育課
経済産業省商務情報政策局　情報処理振興課
独立行政法人　情報処理推進機構ＩＴ人材育成本部


